
財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記
なし。

２．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

償却原価法（定額法）による。

(2) 固定資産の減価償却の方法
固定資産については、定額法による減価償却を行っている。
ただし、補助金収入購入分については、取得時に固定資産圧縮引当金を計上し、圧縮記帳を行っている。

(3) 引当金の計上基準
退職給付引当金･････プロパー職員の退職給与額相当額を計上している。

(4) キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲

(5) 消費税等の会計処理
税込み方式による。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
投資有価証券 149,612,620 55,340 149,557,280
普通預金 387,380 55,340 442,720

小　　　計 150,000,000 55,340 55,340 150,000,000
特定資産
(1)１年以内取崩予定特定資産

かがわ農商工連携基金 2,800,000,000 2,800,000,000
償還準備積立資産 9,837,000 13,708,000 9,837,000 13,708,000
１年以内取崩予定特定資産計 2,809,837,000 13,708,000 2,809,837,000 13,708,000

(2)その他の特定資産
経済研究情報基金 100,000,000 5,827 5,827 100,000,000
情報化基盤整備基金 150,000,000 150,000,000
債務保証基金 81,327,000 168,839 168,839 81,327,000
利子補給基金 60,000,000 41,321 41,321 60,000,000
科学技術振興基金 601,279,733 372,375 129,527,144 472,124,964
高度技術開発振興基金(研修指導･調査研究) 200,000,000 137,736 137,736 200,000,000
高度技術開発振興基金(技術振興) 259,450,000 277,484 277,484 259,450,000
高度技術開発振興基金(学術) 200,000,000 75,514 75,514 200,000,000
高度技術開発振興基金(芦原) 296,744,000 79,590 79,590 296,744,000
高度技術開発振興基金(地域産業活性化) 150,000,000 165,793 165,793 150,000,000
中小企業後継者育成基金 300,000,000 198,569 198,569 300,000,000
新かがわ中小企業応援基金 11,853,256,000 1,239,336 1,239,336 11,853,256,000
退職給付引当資産 76,489,844 4,895,177 20,618,531 60,766,490
減価償却引当資産 3,877,832 3,877,832
頭脳化センタービル修繕積立資産 308,585,904 194,515,390 136,329,199 366,772,095
産業会館維持管理積立資産 17,000,000 3,004,186 4,186 20,000,000
事業等調整積立資産 10,937,217 5,000,000 13,592,606 2,344,611
代位弁済積立資産 37,715,458 822,023 27,500,000 11,037,481
利子補給積立資産 15,680,335 506,973 16,187,308
芦原研究支援事業積立資産 6,659,761 203,420 6,456,341
高度技術開発振興事業積立資産 21,431,038 5,100,000 11,545,027 14,986,011
産学官共同研究開発事業積立資産 13,491,113 8,233,288 1,309,970 20,414,431
中小企業後継者育成事業積立資産 13,877,614 19,660,238 5,000,000 28,537,852
設備貸与事業円滑化引当資産 12,876,000 3,592 3,592 12,876,000
償還準備積立資産 16,968,000 2,163,000 15,871,000 3,260,000
収支差額変動準備金資産 16,551,248 82,000,000 59,000,000 39,551,248
財政調整準備金資産 27,917,262 27,917,262
研究体制強化積立資産 23,611,985 3,818,795 27,430,780
その他の特定資産計 14,875,727,344 332,485,046 422,894,684 14,785,317,706

小　　　計 17,685,564,344 346,193,046 3,232,731,684 14,799,025,706
合　　　計 17,835,564,344 346,248,386 3,232,787,024 14,949,025,706

貸倒引当金･････････売却設備未収金、割賦販売未収金、割賦設備未収損害賠償金及びリース料未収金について、貸倒損失に備えるた
　　　　　　　　　 め、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

現金及び現金同等物。現金同等物には、要求払い預金の他、3ヶ月以内に決済日が到来する価格変動リスクの無い短期投資が含まれる。
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４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対
応する額）

基本財産
投資有価証券 149,557,280 149,557,280
普通預金 442,720 442,720

小　　　計 150,000,000 150,000,000
特定資産
(1)１年以内取崩予定特定資産

かがわ農商工連携基金
償還準備積立資産 13,708,000 13,708,000
１年以内取崩予定特定資産計 13,708,000 13,708,000

(2)その他の特定資産
経済研究情報基金 100,000,000 100,000,000
情報化基盤整備基金 150,000,000 150,000,000
債務保証基金 81,327,000 81,327,000
利子補給基金 60,000,000 60,000,000
科学技術振興基金 472,124,964 472,124,964
高度技術開発振興基金(研修指導･調査研究) 200,000,000 200,000,000
高度技術開発振興基金(技術振興) 259,450,000 259,450,000
高度技術開発振興基金(学術) 200,000,000 200,000,000
高度技術開発振興基金(芦原) 296,744,000 296,744,000
高度技術開発振興基金(地域産業活性化) 150,000,000 150,000,000
中小企業後継者育成基金 300,000,000 300,000,000
新かがわ中小企業応援基金 11,853,256,000 1,603,256,000 10,250,000,000
退職給付引当資産 60,766,490 60,766,490
減価償却引当資産 3,877,832 3,877,832
頭脳化センタービル修繕積立資産 366,772,095 366,772,095
産業会館維持管理積立資産 20,000,000 20,000,000
事業等調整積立資産 2,344,611 2,344,611
代位弁済積立資産 11,037,481 11,037,481
利子補給積立資産 16,187,308 16,187,308
芦原研究支援事業積立資産 6,456,341 6,456,341
高度技術開発振興事業積立資産 14,986,011 14,986,011
産学官共同研究開発事業積立資産 20,414,431 20,414,431
中小企業後継者育成事業積立資産 28,537,852 28,537,852
設備貸与事業円滑化引当資産 12,876,000 12,876,000
償還準備積立資産 3,260,000 3,260,000
収支差額変動準備金資産 39,551,248 39,551,248
財政調整準備金資産 27,917,262 27,917,262
研究体制強化積立資産 27,430,780 27,430,780
その他の特定資産計 14,785,317,706 3,872,901,964 598,389,252 10,314,026,490

小　　　計 14,799,025,706 3,872,901,964 598,389,252 10,327,734,490
合　　　計 14,949,025,706 4,022,901,964 598,389,252 10,327,734,490

５．担保に供している資産

６．引当金の明細
引当金の明細は、次のとおりである。

（単位：円）
当期減少額

目的使用 その他
退職給付引当金 76,489,844 4,895,177 20,618,531 60,766,490
貸倒引当金 7,222,554 6,912,554 7,222,554 6,912,554

合　　　計 83,712,398 11,807,731 20,618,531 7,222,554 67,679,044

　国債第349回802,523,400円（帳簿価額）、大阪府債第44回279,796,160円（帳簿価額）、大阪府債第143回1,698,673,413円（帳簿価額）、
京都府債H29-10 2,300,165,000円（帳簿価額）及び長野県債H29-1 5,170,000,000円（帳簿価額）は、新かがわ中小企業応援基金造成のため
の長期借入金10,250,000,000円の担保に供している。

科　　　目 期首残高 当期増加額 期末残高
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７．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）
種類及び銘柄 券面額 帳簿価額 時　　価 評価損益

国債
第60回利付国債 410,000,000 408,494,676 427,220,000 18,725,324
国債第349回 800,000,000 802,523,400 814,349,600 11,826,200

小　　　計 1,210,000,000 1,211,018,076 1,241,569,600 30,551,524
地方債

北海道債平成24年度第1回 100,000,000 100,289,565 101,981,800 1,692,235
北海道債平成25年度第1回 200,000,000 198,138,185 203,380,000 5,241,815
第705回東京都債 100,000,000 100,045,000 102,013,600 1,968,600
第347回大阪府債 100,000,000 100,230,609 101,120,000 889,391
第350回大阪府債 100,000,000 99,963,411 101,290,000 1,326,589
大阪府債第361回 400,000,000 400,548,549 407,914,900 7,366,351
大阪府債第367回 100,000,000 100,025,445 101,970,000 1,944,555
大阪府債第379回 100,000,000 99,895,375 102,634,000 2,738,625
大阪府債第44回 830,000,000 829,395,760 829,087,000 △308,760
大阪府債第143回 1,700,000,000 1,698,673,413 1,697,960,000 △713,413
大阪市債平成22年度第6回 100,000,000 99,835,400 100,650,000 814,600
大阪市債平成23年度第2回 300,000,000 299,918,801 303,930,000 4,011,199
大阪市債平成24年度第1回 200,000,000 200,430,121 204,021,800 3,591,679
愛知県債平成23年度第20回 500,000,000 500,373,781 510,326,600 9,952,819
京都府債H29-10 2,300,000,000 2,300,165,000 2,298,850,000 △1,315,000
長野県債H29-1 5,170,000,000 5,170,000,000 5,167,415,000 △2,585,000
神戸市債30年H30-10 200,000,000 200,000,000 218,910,000 18,910,000

小　　　計 12,500,000,000 12,497,928,415 12,553,454,700 55,526,285
政府保証債

政府保証15年第4回公営企業債券 100,000,000 100,918,881 104,251,000 3,332,119
小　　　計 100,000,000 100,918,881 104,251,000 3,332,119
合　　　計 13,810,000,000 13,809,865,372 13,899,275,300 89,409,928

８．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）
補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

補助金
受取戦略的基盤技術高度化支援事業国補助
金

四国経済産業局 － 29,714,803 29,714,803 －

受取地域中小企業知的財産戦略支援国補助
金

四国経済産業局 － 4,980,122 4,980,122 －

受取一般管理費県補助金 香川県 － 172,609,395 172,609,395 －

受取香川中小企業経営資源強化対策県補助
金

香川県 － 27,213,721 27,213,721 －

受取地域課題解決型創業支援県補助金 香川県 － 13,805,857 13,805,857 －

受取起業等ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援県補助金 香川県 － 355,062 355,062 －

受取IT関連ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾄ施設管理運営事業補助
金

香川県 － 5,170,045 5,170,045 －

受取創業支援塾事業県補助金 香川県 － 2,430,287 2,430,287 －

受取知的財産活性化県補助金 香川県 － 7,291,170 7,291,170 －

受取知的財産活用促進県補助金 香川県 － 5,328,240 5,328,240 －

受取先端技術実用化支援事業県補助金 香川県 － 974,586 974,586 －

受取健康関連製品開発事業県補助金 香川県 － 4,144,940 4,144,940 －

受取中小企業地域資源活用等促進事業補助
金

公益財団法人全国
中小企業振興協会

－ 2,500,000 1,686,606 813,394

合　　　計 276,518,228 275,704,834 813,394

９．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）
科　　　目 金　　額

経常収益への振替額
運用利息収入等振替額

経常外収益への振替額
寄附者の同意による指定解除額 129,154,769
基金事業終了による指定解除額 20,000,000
目的達成による指定解除額 1,686,606

合　　　計 150,841,375
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１０．関連当事者との取引の内容
関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

１１．キャッシュ･フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている金額との関係は以下のとおりである。

前期末 当期末
現金預金勘定 398,465,015円 現金預金勘定 430,783,147円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 預入期間が３ヶ月を超える定期預金
現金及び現金同等物 398,465,015円 現金及び現金同等物 430,783,147円

（２）重要な非資金取引はない。

１２．重要な後発事象
なし。

附属明細書

財務諸表に対する注記に記載済につき省略

関係内容
役員の兼
務等

事業上の
関係

支配 香川県 高松市 地方 評議員 事業の 受取補助金等 239,323,303 未収金 34,230,878
法人 番町 1,242 公共 － １名 受入 未払金 3,872,279

団体 受取受託金 112,138,183 未収金 28,619,665
理事 未払金 －
１名 借入金収入 －

借入金返済 2,025,000,000 15,040,000

長期借入金 9,453,260,000

１年以内返済予定
長期借入金

期末残高
(単位：円)

事業の
内容又
は職業

議決権の
所有割合

取引の内容
取引金額

(単位：円)
種類

法人等
の名称

住所
資産総額
(単位：
十億円)

科目
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